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下野市景観条例（案）  

 

（目的） 

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）

の規定に基づき、本市の景観形成に関する基本的な事項を定めることにより、

豊かな自然及び先人が築いた歴史・文化を守り、活かすとともに、暮らしの場

としての魅力的で誇りを持てるまちづくりに資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（市の責務） 

第３条 市は、良好な景観形成に関する施策を総合的かつ計画的に実施しなけれ

ばならない。 

２ 市は、良好な景観形成に関する啓発及び知識の普及を図るため、必要な措置

を講じなければならない。 

３ 市は、公共施設の整備をするときは、良好な景観形成に先導的な役割を果た

さなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、自らが良好な景観形成の主体であることを認識し、本市の良好

な景観形成に積極的な役割を果たすよう努めるとともに、市が実施する良好な

景観形成に関する施策に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、土地の利用等の事業活動に関し、良好な景観づくりに自ら努

めるとともに、市が実施する良好な景観形成に関する施策に協力しなければな

らない。 

（景観計画の変更の手続） 

第６条 市は、法第８条第１項の規定により市で定めた景観計画（以下「景観計

画」という。）を変更しようとするときは、あらかじめ下野市景観審議会（以

下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

資料３ 



2 

 

（景観形成重点区域の指定） 

第７条 市長は、景観計画の区域（以下「景観計画区域」という。）のうち次の

各号のいずれかに該当する地区であって、重点的に景観形成を推進する必要が

あると認められる地区について、景観形成重点区域（以下この条において「重

点区域」という。）として指定することができる。 

（１） 特徴ある景観又は地域のシンボルとなっている景観を有する地域 

（２） 新たな魅力ある景観の創出を目指す地域 

（３） 地域住民の発意により、継続的に景観形成を進める地域 

２ 市長は、重点区域の区域内における景観形成の目標、制限される行為及びそ

の基準その他必要な事項を定めることができる。 

３ 市長は、重点区域を指定しようとするときは、あらかじめ指定しようとする

地区の住民及び事業者の意見を聴いた上で、審議会の意見を聴かなければなら

ない。 

４ 市長は、重点区域を指定したときは、これを告示するものとする。 

５ 前２項の規定は、重点区域の指定の変更又は解除について準用する。 

（景観計画への適合） 

第８条 景観計画区域内で法第１６条第１項第１号から第３号までに規定する行

為（次条において「届出行為」という。）をしようとする者は、当該行為が景

観計画の内容に適合するよう努めなければならない。 

（事前協議） 

第９条 届出行為のうち次に掲げる行為をしようとする者は、その内容について

市長と事前に協議しなければならない。 

（１） 高さが１３メートルを超える建築物又は建築面積が１，０００平方メ

ートルを超える建築物の建築等（法第１６条第１項第１号に規定する行

為をいう。以下同じ。） 

（２） 別表第１左欄に掲げる区分に応じ、同表右欄に掲げる規模に該当する

工作物の建設等（法第１６条第１項第２号に規定する行為をいう。以下

同じ。） 

（３） 前２号に掲げるもののほか、周辺景観に与える影響が大きいと市長が
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認める行為 

２ 前項の規定による協議は、法第１６条第１項第１号から第３号までの規定に

よる届出をする日の３０日前までに、規則で定めるところにより行わなければ

ならない。 

３ 市長は、前２項の規定により協議した場合において、当該協議に係る行為が

法第８条第２項第２号の規定により景観計画に定めた制限（以下「景観形成基

準」という。）に適合しないと認める場合は、当該協議の相手方に対し、当該

協議に係る行為に関し、設計の変更その他の必要な措置（以下「措置」とい

う。）をとるよう助言し、又は指導することができる。 

（中止の届出） 

第１０条 法第１６条第１項の規定により届出をした者で、当該届出に係る行為

を中止しようとするものは、規則で定めるところにより市長に届け出なければ

ならない。 

（添付図書） 

第１１条 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項

第４号に規定する図書は、景観形成基準についての対応を記載した書面その他

規則で定める図書とする。 

（助言、指導及び勧告） 

第１２条 市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出があった場合

において、当該届出に係る行為が景観形成基準に適合しないと認める場合は、

当該届出をした者に対し、当該届出に係る行為に関し、措置をとるよう助言し、

又は指導することができる。 

２ 市長は、前項の規定により助言又は指導をした場合において、当該助言又は

指導をされた者が当該助言又は指導に係る行為に関し、措置をとらなかったと

き、又は措置をとったにも関わらず、景観形成基準に適合しなかったときは、

当該助言又は指導をされた者に対し、法第１６条第３項の規定による勧告（以

下「勧告」という。）をすることができる。 

３ 市長は、勧告をしようとするときは、あらかじめ審議会の意見を聴くことが

できる。 
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（公表） 

第１３条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当

該勧告に従わないときは、当該勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあって

は、その名称及び主たる事務所の所在地）並びに当該勧告の内容を公表するこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定により勧告の内容等を公表しようとするときは、当該勧

告を受けた者に対し、弁明その他意見陳述の機会を設けるとともに、あらかじ

め審議会の意見を聴かなければならない。 

（届出を要しないその他の行為） 

第１４条 法第１６条第７項第１１号に規定する行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 高さが１０メートル以下であり、かつ、建築面積が１，０００平方メ

ートル以下である建築物の建築等 

（２） 別表第２左欄に掲げる区分に応じ、同表右欄に掲げる規模に該当する

工作物の建設等 

（３） 開発行為（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項

に規定する開発行為をいう。）のうち開発区域（同条第１３項に規定す

る開発区域をいう。）の面積が１０，０００平方メートル以下であるも

の 

（変更命令等） 

第１５条 法第１７条第１項に規定する特定届出対象行為は、法第１６条第１項

第１号及び第２号の規定により届出を要する行為のうち、同条第７項各号に定

める行為以外の行為とする。 

２ 市長は、法第１７条第１項又は第５項の規定による命令をしようとするとき

は、あらかじめ審議会の意見を聴くことができる。 

（適合通知） 

第１６条 市長は、法第１６条第１項第１号又は第２号の規定により届出があっ

た場合において、当該届出に係る行為が景観形成基準に適合すると認めるとき

は、当該届出をした者に通知するものとする。 

（景観重要建造物） 
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第１７条 市長は、法第１９条第１項の規定により景観重要建造物を指定しよう

とするときは、あらかじめ審議会の意見を聴くことができる。 

２ 市長は、法第１９条第１項の規定により景観重要建造物を指定したときは、

その旨を告示するものとする。 

３ 前２項の規定は、法第２７条第２項の規定による景観重要建造物の指定の解

除について準用する。 

（景観重要樹木） 

第１８条 市長は、法第２８条第１項の規定により景観重要樹木を指定しようと

するときは、あらかじめ審議会の意見を聴くことができる。 

２ 市長は、法第２８条第１項の規定により景観重要樹木を指定したときは、そ

の旨を告示するものとする。 

３ 前２項の規定は、法第３５条第２項の規定による景観重要樹木の指定の解除

について準用する。 

（管理協定の締結等） 

第１９条 市長は、法第３６条第１項の規定により協定を締結しようとするとき

は、あらかじめ審議会の意見を聴くことができる。 

（景観まちづくり団体） 

第２０条 市長は、景観形成の推進を目的として活動する団体が規則で定める要

件に該当すると認めるときは、当該団体を景観まちづくり団体として認定する

ことができる。 

２ 市長は、景観まちづくり団体が解散したとき又は規則で定める要件に該当し

なくなったと認めるときは、当該認定を取り消すものとする。 

（支援） 

第２１条 市長は、次に掲げる者に対し、技術的助言、助成その他必要な支援を

予算の範囲内において行うことができる。 

（１） 景観まちづくり団体 

（２） 景観重要建造物又は景観重要樹木の所有者 

（３） 景観形成の推進に努める者であって、規則で定める要件に該当するも 

の 
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（審議会） 

第２２条 市長の諮問に応じ、次に掲げる景観形成に関する事項を調査審議する

ため、審議会を設置する。 

（１） この条例の規定により意見を聴くこととされた事項 

（２） 前号に掲げるもののほか、景観形成の推進に関し必要な事項 

２ 前項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則

で定める。 

（委任） 

第２３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 
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別表第１（第９条関係） 

区 分 規 模 

さく、塀、垣（生け垣を除く。）、擁壁その

他これらに類するもの 

高さが５メートルを超えるもの 

煙突、排気塔その他これらに類するもの 高さが１５メートルを超えるもの 

鉄筋コンクリート柱、鉄柱、木柱その他こ

れらに類するもの 

記念塔、電波塔、物見塔その他これらに類

するもの 

高架水槽、冷却塔その他これらに類するも

の 

広告塔、広告板その他これらに類するもの 

彫像、記念碑その他これらに類するもの 

電気供給若しくは有線電気通信のための電

線路又は空中線の支持物 

高さが２０メートルを超えるもの 

観覧車、飛行塔、コースター、ウォーター

シュート、メリーゴーラウンドその他これ

らに類する遊戯施設 

高さが１５メートルを超えるもの又

は築造面積が１，０００平方メート

ルを超えるもの 

アスファルトプラント、コンクリートプラ

ント、クラッシャープラントその他これら

に類する製造施設 

ガス、石油、穀物、飼料その他これらに類

するものを貯蔵し、又は処理する施設 

自動車車庫の用に供する施設 

汚物処理施設、ごみ焼却施設その他これら

に類する施設 

再生可能エネルギーに関連する自立型の構

造物 

高さが５メートルを超えるもの又は

区域面積が５，０００平方メートル

を超えるもの 



8 

 

別表第２（第１４条関係） 

区 分 規 模 

さく、塀、垣（生け垣を除く。）、擁壁その他

これらに類するもの 

高さが３メートル以下のもの 

煙突、排気塔その他これらに類するもの 高さが１０メートル以下のもの 

鉄筋コンクリート柱、鉄柱、木柱その他これ

らに類するもの 

記念塔、電波塔、物見塔その他これらに類す

るもの 

高架水槽、冷却塔その他これらに類するもの 

広告塔、広告板その他これらに類するもの 

彫像、記念碑その他これらに類するもの 

電気供給若しくは有線電気通信のための電線

路又は空中線の支持物 

高さが１５メートル以下のもの 

観覧車、飛行塔、コースター、ウォーターシ

ュート、メリーゴーラウンドその他これらに

類する遊戯施設 

高さが１０メートル以下で、か

つ、築造面積が１，０００平方

メートル以下のもの 

アスファルトプラント、コンクリートプラン

ト、クラッシャープラントその他これらに類

する製造施設 

ガス、石油、穀物、飼料その他これらに類す

るものを貯蔵し、又は処理する施設 

自動車車庫の用に供する施設 

汚物処理施設、ごみ焼却施設その他これらに

類する施設 

再生可能エネルギーに関連する自立型の構造

物 

高さが２メートル以下で、か

つ、区域面積が５００平方メー

トル以下のもの 

 


